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はじめに

日本では、国民の生活は生存権によって保

障されるとされている。日本国憲法第２５条は

国民の生存権を保障し、私たちが経済的に自

立した生活を送ることができなくなったとき、

生活保護という公的扶助制度によってその生

活が保障される。生活保護の受給世帯数は、

２０１１年４月時点で１４６万２，１９７世帯、受給人数

は２０２万１，４１２人で過去最高であると厚生労働

省は発表した。

生活保護制度は施行されてから今までに一

度も抜本的改正が為されておらず、社会福祉

基礎構造改革の際もその対象にはならなかっ

た。生活保護制度は、利用することがまるで

恥であるかのように利用しにくい制度という

印象があり、厳しいミーンズテストを受け、

制度を利用する際にスティグマが伴っている

ことは指摘され続けても改善されることはな

い。

２０１０年に指定都市市長会が提出した「社会

保障制度全般のあり方を含めた生活保護制度

の抜本的改革の提案」により、生活保護制度

の抜本的改革の議論が深まっているが、同改

革案は事実上の有期保護を提言しているとし

て、日本弁護士連合会は改正案に対する意見

書を提出した。制度改正を行う際には、当事

者の実態に即していない、当事者の意見を取

り入れないという側面を有していることがあ

るが、同改革案においても当事者の意見を反

映するものにはなっていない。

拡大する貧困に生活保護制度は対応しきれ

ておらず、保護受給者数の抑制という誤った

対応により、貧困に苦しむ人々の数は統計と

して表れている以上に存在すると考えられる。

なぜ、国民の生活を保障するための生活保護

制度であるはずなのにその保障が行き渡らな

いのだろうか。抜本的改正が為されないまま

６０年以上が経過した現行の生活保護制度では、

もはや国民の生活を保障することは不可能な

のではないだろうか。「潜在的な貧困者」の

存在という問題も明らかになっている今、生

活保護制度の対象となっている人のみを選別

的救済、あるいはセーフティネットの上を這っ

て生活させるような制度では、国による国民

の生活保障が成り立っているとは言い難い。

本稿では、わが国における貧困者、生活保

護制度・受給者の移り変わり、実態を把握し

た上で、近年議論が活発になりつつあるベー

シック・インカム（以下、BI）という考え
方を提示する。

生活保護制度では解決され得ないわが国の

貧困に対して、BIの効果と、期待される可
能性について検討し、新たな社会保障のあり

方を講じるための切り口としたい。

１．貧困の拡大

（１）相対的所得貧困の増加

厚生労働省によれば、２００６年時点で国民の

１５．７％、約２千万人が相対的所得貧困という

状態である（資料：厚生労働省２００９年１０月
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「相対的貧困率の公表について」）。

厚生労働省が国民生活基礎調査のデータを

もとに推計した結果では、所得がその世帯の

生活保護基準に満たない世帯は、２００７年時点

で全世帯のうちの１２．４％を占めていることが

わかる。ただし、生活保護を受給するために

は、所得が低いだけでなく、保有している資

産に関する要件がある。預貯金が最低生活費

一ヶ月未満という厳しい要件を考慮しても、

生活保護の対象となりうる世帯は全世帯のう

ちの４．８％という多さである。２００７年時点で

も、本来、２５０万世帯が生活保護の対象とな

るはずである。

その中で実際に生活保護を受けている世帯

は、保護の対象となりうる世帯のうちの３２．１％

のみである（図表１）。生活保護の対象とな

りうるのに生活保護を受給せずに生活保護未

満の暮らしをしている低所得世帯が膨大に存

在するという現状がある。

生活保護受給者だけでなく、相対的所得貧

困者も増加していることから、国は貧困を防

ぐことも貧困から救済することも十分に行え

ていないことが明らかである。

（２）第１のセーフティネットの機能不全

―非正規雇用の拡大―

わが国の２０世紀最後の１０年は、バブル経済

崩壊による「失われた１０年」と言われたが、

その後遺症として長引く経済不況や不良債権

処理の遅れなどによって、失業や不安定雇用

全世帯

低所得世帯率
所得のみ 資産を考慮

１２．４ ４．８

保護世帯比率
所得のみ 資産を考慮

１５．３ ３２．１

単身高齢者世帯

低所得世帯率
所得のみ 資産を考慮

２４．２ １０．１

保護世帯比率
所得のみ 資産を考慮

２９．５ ５０．０

母子世帯

低所得世帯率
所得のみ 資産を考慮

６３．１ ３０．２

保護世帯比率
所得のみ 資産を考慮

１６．０ ２８．５

図表１ 生活保護基準未満の低所得世帯数の推計（％）

基礎データ ：２００７年国民生活基礎調査

生活保護基準：生活扶助＋教育扶助＋高等学校等就学費

資産を考慮 ：①貯蓄現在高が、最低生活費１ヶ月未満

（保護開始時の要否判定基準）

②ローン付き住宅を保有しない

保護世帯比率：低所得世帯数に対する被保護世帯数の割合

（出所）厚生労働省社会・援護局保護課（２０１０年４月９日）より作成
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が大きな問題となった。さらに社会・経済構

造改革の名の下に、大規模なリストラが行わ

れた。働き盛りの雇用労働者もその対象とな

り、学卒者でも正規雇用ではない不安定就労

を強いられるなど、雇用の不安定化・流動化

が加速した。さらに２００８年には「リーマン・

ショック」というアメリカ発の恐慌に襲われ、

その頃から「派遣切り」が進行し、正規労働

者までもが大量に解雇された。また、新卒採

用者の「内定切り」や「自宅待機」という言

葉もよく耳にするようになった。

１９８６年に労働者派遣法が施行されてから雇

用状態が変化し始め、１９９９年からは派遣労働

が原則自由化、２００４年からは製造業の派遣の

自由化が進み、事実上派遣労働者の受け入れ

に関する制限がなくなった。こうした日本の

雇用状態の急激な変化は、非正規労働者の増

加という問題をもたらした。

総務省の労働力調査によれば（図表２）、

非正規労働者が全労働者に占める割合は、１９９０

年では２０％であるのに対して、その後２０００年

には２５．８％、２０１１年には３５．４％に達しており、

全労働者の３割以上が不安定就労層に属する

ことになる。

雇用の拡大を目的として進められた規制緩

和により、実際に労働者の数は増え、日本に

おいて歴史上例を見ない長期の好景気を経験

した。しかし、神野（２０１０：４―５）によれ

ば、この景気上昇過程で労働賃金は低下し続

け、「生活が苦しい」という国民は増加の一

途をたどったのである。結果として、この規

制緩和により労働に従事できる人が増えたと

はいえ、国民の生活の苦しさは軽減されなかっ

た。神野（同：６）が指摘するように、「景

気は必ず循環するもので、好景気のあとには

不況を覚悟しなければならない」のだ。派遣

従業員の拡大により増大した非正規労働者た

ちは、不況が訪れれば解雇のターゲットとな

る。さらに神野（同）は、「必ず訪れる好景

気の終わりとともに、非正規従業員の大量解

雇という地獄絵を見ることは自明の理である」

と指摘している。

図表２ 雇用形態別労働者の推移

（注）非農林業雇用者（役員を除く）が対象。１～３月平均（２００１年以前は２月）。
非正規雇用者にはパート・アルバイトの他、派遣社員、契約社員、嘱託などが含まれる。２０１１年は岩手・宮城・福島を除く。

（出所）総務省 労働力調査より作成
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非正規労働者は、社会保険や雇用保険、厚

生年金などの社会保障制度への加入も難しく、

業務上の事故で怪我をしても労災が認められ

ないことが少なくない（大山２００８：２８）。非

正規労働者はその雇用形態が不安定であるこ

とから、解雇されやすく社会保障制度へのア

クセスも困難であるという存在であり、貧困

に陥るリスクを抱えている。非正規労働者は、

低賃金での労働を課せられている場合が多く

（図表３）、十分な貯蓄や年金保険料の納付

が難しいことが考えられる。

このように、現在は生活が成り立っていた

としても、年金保険料の未納や貯蓄がままな

らないことにより、高齢期になった際に生活

保護受給者となることもある。また、非正規

労働者では、雇用保険などのセーフティネッ

トに引っ掛かることも難しいため、非自発的

失業をした場合に、最後のセーフティネット

である生活保護に直接結びついてしまうこと

もある。

２．生活保護の移り変わり

（１）生活保護受給世帯の増加

近年、生活保護受給世帯数の増加が著しい。

１９９０年に６２万３，７５５世帯であった被保護世帯

は、その後２年間減少傾向にあったものの、

１９９３年からは一貫して増加傾向にあり、２００９

年に１２７万４，２３１世帯となった（厚生労働省大

臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」

より）。その後、今年３月の大震災の影響も

あり、２０１１年４月時点で１４６万２，１９７世帯、受

給人数は２０２万１，４１２人で過去最高であると厚

生労働省は発表した（図表４）。

わが国には国民の生活を保障するためのセー

フティネットが３つ用意されている。第１の

セーフティネットとされている社会保険（雇

用保険）は、非正規労働者の増加とともにそ

の機能を失いつつある。また、第２のセーフ

ティネットとして、雇用保険が適用されない

非正規労働者や失業給付が終了した人を対象

として、就業支援を目的に生活資金や住宅入

居費などの貸付・支給を行う各種制度もあり、

収入がなくなってもすぐ生活保護の利用に至

ることはないとされる。しかし近年、実際に

は訓練生活支援給付制度や年金制度があって

も、最後のセーフティネットである生活保護

の受給者は増加傾向にある。

図表３ 雇用形態別平均所得の推移

（出所）厚生労働省「平成２２年賃金構造基本統計調査（全国）結果の概況」より作成
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日本の社会保険は、同じ会社に長期間勤務

し、フルタイムで働く「正社員」が加入する

ことを前提に作られてきたが、今や非正規労

働者が全労働者の３０％を超え、現在の社会保

険ではカバーできない労働者が多数存在して

いる。このため、失業して給料が出なくなっ

ても社会保険（雇用保険）が適用されず、生

活保護に直接結びついてしまう人が増えてい

るのである。

湯浅（２００８）は、本来、「三層であるべき

セーフティネットが三段構えになっていない」

ことに加え、「非正規労働者にとって３つの

ネットはワンセットであり、そこから丸ごと

排除されている」と述べている。さらに、１

つ目のネットから落ちる人は、２つ目も３つ

目も素通りしてしまう構造になっていること

を指摘している（湯浅２００８：３１�３２）。
受給者が増加し続けるという状況に対して、

ただ単に受給者が増えすぎたことへの対策を

講じようとすれば、その増加をどう制限する

か、また、現在の受給者をどう減らすかが課

題となり、誤った対応になってしまう。ここ

で注意しなければならないのは、単に生活保

護受給者が増加することが問題なのではなく、

拡大する貧困に生活保護受給者の増加が追い

付いていないということである。先に述べた

ように、本来なら保護を受給することができ

る水準で生活をしている人も保護を受けず厳

しい生活を強いられているというのがわが国

の現状である。

（２）世帯類型別生活保護受給者の動向

生活保護制度は傷病を理由として利用する

制度ではなく、生活困窮を理由として利用で

きる制度であることは承知の通りであるが、

実際は傷病や高齢であることを介して保護が

行われることが多い（図表５）。

傷病・障害による保護受給者については合

算であるが、一貫して増加傾向にあることが

わかる。傷病者世帯は、一時的に就労が困難

になった人の場合は医師による判断で就労可

能となれば、保護が打ち切られることがある。

しかし、再就職が難しく、経済的自立が達成

されていないにも関わらず保護を受けられな

図表４ 生活保護受給世帯数の推移

（出所）厚生労働省「福祉行政報告例」より作成
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いので潜在的貧困者となる可能性がある。

母子世帯は微増ではあるが、ほかの世帯と

比較してほとんど増えていない。母子世帯に

関しては、２００５年度から母子加算の段階的削

減が実施され、２００９年３月に母子加算は廃止

となった。しかし、布川（２０１１）によれば、

母子加算の廃止によって「母子世帯の貧困は

子どもの貧困という視点から社会問題となり」

（布川 ２０１１：１８）、議論の末、同年１２月１

日から母子加算が復活する旨の告示が公布さ

れた。そして２０１０年４月以降も母子加算の継

続が決定された。母子加算が段階的減額・廃

止されている間、ひとり親世帯就労促進費等

の給付が行われた。そもそも、母子加算の廃

止は母子家庭の母親に対する就労を促進する

ことを目的としていたものである。廃止の動

きから比較的短い期間での復活となったが、

母子世帯の保護受給世帯が非常に微増である

ことから、母子加算復活後も母子世帯の母親

に対する就労促進の強化は進められていると

考えることができる。

２００８年以降、急増したのは「その他の世帯」

である。その他の世帯には、失業者や低賃金

労働者などの就労可能な保護受給者も含まれ

ている。布川（同）によれば「『年越し派遣

村』以降、大都市で生活保護の運用が変わっ

たことの表れ」である。各地において反貧困、

生活保護支援グループによる生活保護申請の

援助を行った結果、生活保護を受給できた人

が増えた。生活困窮者が一人で申請に行く場

合と支援者が同伴する場合とで、申請者を保

護するための条件に変化があるわけではない

が、このように同伴者がいると申請を受け入

れてもらえる可能性が高くなることが言える。

そしてとくに著しく増加しているのは高齢

者世帯である。２００８年から２０１０年の間だけで

も７万５千世帯増加している。布川（２０１１）

は、「今後、低年金・無年金の高齢者が増え

るので、受給者は一層増加していく」と述べ、

今後の高齢者に対する所得保障について一層

の議論が求められると考えられる（布川２０１１：

１７）。

また、高齢者世帯に関しては、生活保護と

国民年金の比較からも高齢被保護世帯が増加

していることへの関係性が考えられる。

２０１０年度を基準にすると、国民年金の老齢

図表５ 世帯類型別推移

（出所）厚生労働省「福祉行政報告例」より作成

200



基礎年金は満期の４０年間、保険料（保険料は

２０１０年度で１万５，１００円）をかけて支給額は

月額約６万６，０００円である。一方、最も支給

基準の高い東京２３区（１級地－１）で６５歳の

単身者が受け取る生活保護費（２０１０年度）を

試算すると、住宅扶助の上限５万３，７００円を

含めて１３万３，２３０円を受け取ることができる。

当然、年金制度とは異なり、保険料の納付は

不要であるし、医療費負担もない。

このように、生活保護と基礎年金の額はす

でに逆転し、生活保護のほうが４０年間保険料

を支払った満額年金より高くなっている。し

かも、この基礎年金から介護保険料などが天

引きされ、場合によれば手取りは４０年加入の

満額でも月額５万円を切る状態になってしま

う。年金をもらっていても、その額が生活保

護よりも少なければ本来は生活保護を受ける

ことができる。駒村（２００９：１３９）はこの点

について、このまま高齢化が進み高齢者の総

数が増えていけば、高齢の生活保護受給者が

今後ますます増えていくであろうと指摘して

いる。政府が生活保護と年金は根本から性格

が違うのだから安易に比較すべきではないと

述べていることに対して駒村（同）は否定し

ている。駒村（同）によれば、「低所得者は

総じて資産など多くなく、また、現在のフリー

ターや非正規労働者の先頭グループではすで

に４０歳代に突入していて、もともと資産形成

などできなかった彼らにとっては資力調査が

生活保護受給への実質的な抑止効果にはなら

ない」とされる。

生活保護受給者を世帯類型別に見ても、そ

の増加をいかにして抑制するかに視点が置か

れた議論や制度改正が行われていることがわ

かる。今後、世帯類型別に個々の特徴を考慮

した生活保護改革が必要であるのではないだ

ろうか。

（３）抜本的制度改革案

現行の生活保護法は、１９５０年の制定以降、

６０年以上が経過した。その間に、日本は高度

経済成長を遂げ、１９９０年前後のバブル経済と

その崩壊を経て長い低迷の時代に入った。働

き方も年功序列・終身雇用から、能力主義・

流動化へと移行し、派遣労働という新しい雇

用形態も生まれた。本田（２０１０）は、「その

ような社会変化の時代を経ても、生活保護法

は一度も抜本的改正が為されておらず、社会

の現状に対応していない」と述べている（本

田２０１０：３２）。

現在、生活保護制度の抜本的改革に向けて

議論が成されている。２０１０年１０月２０日、指定

都市市長会から「社会保障制度全般のあり方

を含めた生活保護制度の抜本的改革の提案」

（以下、改革案）が出された。改革案では、

生活保護はナショナル・ミニマムとして国の

責任において実施すべきだと述べていると同

時に、医療費の一部負担を提案として掲げ、

有期保護という言葉を避けていながら実質的

に有期保護の導入も提言されている内容となっ

ている。改革案に対し、２０１１年７月に日本弁

護士連合会は意見書を提出し、「保護受給者

の就労自立を名目として有期保護を導入する

ことは許されない」と指摘している。

生活保護受給者は、すべての者が稼働能力

を有しているとも限らない。すでに見たよう

に、傷病や高齢の生活保護受給者が多数で、

就労自立が極めて難しいと考えるべきである。

実際には稼働能力を有していても、具体的に

稼働能力を活用できる場がないことや、重度

とまではいえないが就労が困難となる障害や

傷病を有する者等についても、一括して稼働

能力不活用を名目として保護を停廃止するこ

とにつながりかねないのではないだろうか。

また、稼働能力の意思の判断の仕方に偏り

が出てしまい、本来稼働能力の不活用とはい

えない保護受給者について、３年あるいは５

年の期限が来たことを理由として、次々と停

廃止をする動きとなるのではないだろうか。

布川（２０１１）によれば、「稼働能力不活用を
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根拠とした保護停止・廃止」という運用は誤

り」で、保護の停廃止の正当な判断は「指導

指示に反したかどうか」で成されるべきであ

り、そもそも、「文書指示にいたるまでの就

労支援、就労指導が適切であったのかが問わ

れ」なければならないのである（布川２０１１：

２２）。

有期保護を制度化すると、期限切れにより

強制的に保護を打ち切られ、自立したとされ

る者が増え、生活保護受給者数は減少するか

もしれない。しかし、それは自立が達成され

たのではなく、実際には期限が来て保護を打

ち切られても自立できる保証はない。そうし

て生活保護受給者数の増加が抑制され、解決

されない貧困問題はさらに潜在化していくの

ではないだろうか。そもそも、制度改正を行

うには、現状を把握し当事者の実態に即した

制度への改正が必要である。しかし多くの場

合、当事者なしに議論を進められるのが現状

であるが、それは間違いである。

制度は国民の生活を苦しめるために存在す

るわけではなく、また、制度改正も同様に国

民の生活をより苦しめるために為されるもの

ではない。当事者の声を反映させ、より国民

の生活に寄り添った制度であるよう、改正案

は当事者とともに議論が展開されるべきであ

る。

３．生活保護制度からベーシック・イ
ンカムへ

日本の貧困者救済政策を代表する生活保護

制度は、その受給者の増加や貧困の拡大に追

いつかない制度の現状等により、生活保護制

度改正、あるいは社会保障制度改革の必要性

が問われている。現行の生活保護制度は最後

のセーフティネットとして、就労による収入

で経済的自立生活が困難になった者に対し、

救済する、あるいは生活の術を与えるという

ものである。しかし生活保護のイメージとし

ては、２つのセーフティネットに引っ掛かる

ことなく３つ目のセーフティネットに受け止

められた者は、その安全網上での生活（＝最

低生活）は保障されるが、トランポリンのよ

うに跳ね返って自立生活を送ることができる

ようになるのは難しいものであると考えられ

る。

そのような状況の下、最近とくに注目を集

めるようになったのが BIである。貧困の広
がりや経済危機の進行を前にして、「新しい

社会保障、社会政策や経済政策の可能性を拓

くものとして BI構想への関心が高まり、現
在では多くの人がBIを語り始め」（小沢２０１０：
６２）、一般市民に向けた BI講演会等も行わ
れている。

BIとは、給付対象をすべての個人とし、
無条件で定期的に定額の支給を行うというも

のである。菊地（２００８）によれば、「BIは極
めて単純明快な給付であり、実現すれば貧困

は撲滅されるとともに、給付の管理システム

も現行の社会保険ほど複雑かつ高コストなも

のである必要がなくなるため、近年議論され

ている有効な所得保障の手段」といえる（菊

地２００８：１１５）。

本章では、生活保護制度における問題点を

指摘し、BIの考え方ではいかにしてその問
題を解決し得るのか検討していく。

（１）不正受給の増加と保護の適正化

生活保護受給者のなかには、年金収入があ

ることを隠したり、働いて得た収入を過少申

告したりして、いわゆる不正受給をしている

人がいることが発覚することが少なくない。

厚生労働省によると、２００３年度における不正

受給件数は９，２６４件で、その後一貫して増加

し、２００９年度では１９，７２６件にまで上っている

（資料：厚生労働省「生活保護制度の現状等

について」２０１１年５月３０日）。

生活保護ケースワーカーは、定期的な家庭

訪問や毎月変動する保護費の計算に加えて、
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持ち込まれる難しい問題への対応を迫られ、

さらに新たに生活保護を申請する人への相談

や、申請後の調査も行わなければならない。

一人あたりの業務が多く、普段の実務のなか

で不正受給を見つけることは容易ではない。

こうした状況のなか、不正受給が見つかれ

ば「審査があまい」、「怠慢だ」などと非難さ

れるのは福祉事務所である。大山（２００８）は、

「『より一層の指導の徹底が求められる』と

現場の責任を追及され、ならば不正受給を目

的としていそうな人にはなるべく制度を利用

させないように厳しくしようと、『保護の適

正化』のために厳格な審査を行うようになっ

ていった」と説明している（大山２００８：６４�
６５）。

生活保護は、厳しい審査をクリアする人だ

けが受給することができるものであり、本当

に生活に困窮している人に支給されるべきも

のである。しかし、実際には、先に述べたよ

うに生活保護を受給せずに生活保護基準以下

の生活をしている人も多数存在しているのに

も関わらず、不正受給という「保護費が必要

と判断されるべきではない人」に支給される

など、多くの矛盾が生じている。

その点について BIは所得や就労状況にか
かわりなく、すべての人を対象にするという

考え方から、不正受給の問題が解消されると

同時に不当な扱いを受けることはなくなる。

また、生活保護のように担当ケースワーカー

による継続的な家庭訪問・生活指導や審査と

いう業務がなくなるため、そこに要するコス

トの削減にもつながる。生活保護受給者の増

加に対して生活保護ケースワーカーも増やさ

れるべきであるが、それと同時に審査コスト

も当然に増える。審査に要する費用も税金で

まかなわれるため、保護費として給付できる

はずの資金が審査コストとなって消えてしま

うのは非効率である。このような視点からも、

BIは効率性があると考えることができる。

（２）生活保護受給による恥辱感（スティグマ）

生活保護制度は、国が定めた社会保障制度

であり、その申請は「生きていくために必要

な援助の申請」（新田２００９：３９）と言い換え

ることもできる。国の責任において生存権を

保障し、国民には制度を利用する権利がある

のにも関らず、メディアに映し出される生活

保護は「不正受給」や「水際作戦」、「餓死事

件」などという暗い印象を与えることが多い。

大山（２００８）は、「繰り返される報道のなか

で、『生活保護＝悪』あるいは暗い、怪しい、

後ろ暗い、不正めいたといった強い負のイメー

ジがつきまとっている」と述べている（大山

２００８：７５）。

生活保護に対する国民の批判意識について

も問題である。先にも述べたが、生活保護は

国民の権利である。しかし、その受給者に対

して「人の税金で飯を食っている」「働かざ

る者食うべからず」「保護費で遊んでいる、

贅沢をするな、保護を打ち切れ」というよう

に揶揄する言葉を見受けられることもある。

そのような、生活保護に対する世間の印象か

らも、実際にはそうではないのに、生活保護

を受けていることは恥ずかしい、周りに知ら

れたくないという心理を働かせることになる。

また、生活保護を受けるためには収入や資

産、親族関係などプライバシーの公開が必要

となる。支給にあたっては、援助してくれる

親族はいないのか、本当に働くことができな

いのか、本当に資産や収入がないのか、必要

な場合に調査が行われる。

資産調査では、収入や貯金、住宅や車があ

るかなどすべて調査される。認められる貯金

額は生活保護の基準額の半月分であり、車の

所有については山間僻地に住む人等、一部例

外を除いては原則認められない。

不正受給をなくすために、資産調査自体は

必要なものである。しかし、生活保護の申請

をすれば、親や兄弟姉妹、子ども、配偶者に

対して、保護申請者を扶養できないかという
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通知が福祉事務所から届く。また、民法第８７７

条において３親等内の親族に対しても扶養の

義務を負わせることができるとされている。

生活保護を受給するためには、親族による扶

養放棄が必要になる。先に述べたように本来

は不必要であるはずの生活保護に対する恥辱

的な感情、印象等は、保護申請者本人のみな

らず親族にもなんらかの影響を与えていると

考えることができる。

繰り返しになるが BIはすべての人に、審
査なしに定期的に給付されるため、親族関係

やプライバシーの公開、資産・稼働能力の調

査などを経ずに、誰にでも支給される。「普

遍主義的な無条件給付」という性質があるた

め、福祉に依存しているという受給者の恥辱

感（スティグマ）から解放されると考えられ

る。また、「世帯単位」である生活保護と異

なり、BIは「個人単位」であるため、家族
への依存をなくしたり、個人の自立を促す効

果も期待できるのではないか。

（３）労働意欲の阻害

BI批判で必ず出てくるものが、「労働意欲
の阻害」である。働かなくても生活ができる

ようになってしまい、働かない人が増えて経

済がまわらなくなるのではないかという疑問

や批判はあって当然である。しかし、ここで

は労働意欲を阻害するのは BIではなく生活
保護であるということを示したい。

生活保護は、一度受給を開始すると自立と

いう形で保護から脱却するのは難しい。それ

は、受給者自身の労働意欲の欠如が原因なの

ではなく、生活保護の仕組みが労働意欲を阻

害していると考えることができる。

たとえば、生活保護で月に１０万円を支給さ

れている人（以下、Ａとする）がいるとする。

Ａが、生活保護から抜け出すために就労をし、

月に１１万円を稼ぐことができる労働を開始す

ると、生活保護基準を上回るので保護は廃止

となる。しかし、保護が廃止となれば、保護

を受けていた期間は免除されていた医療費負

担や保険料の支払い等が復活する。収入額は

保護費を上回っていても、各種支払いの義務

を果たすと手元に残る額は生活保護費よりも

少なくなってしまうということがある。その

ようなことが要因となり、生活保護受給者は

就労することよりも保護を受け続けたほうが

安定した生活を送ることができてしまい、就

労意欲を阻害され、保護から脱出できないと

考えることもできるのである。

もう一度、Ａを例にして考えてみたい。例

えば BIで月に５万円が支給されているとす
る。Aは先ほどと同様、就労をして月１１万
円分の労働をしたとする。すると当然のよう

に BIの５万円と、労働した分の１１万円が加
算されて月に１６万円の収入を得ることができ

る。このように、生活保護と比較して考える

と、生活保護よりも BIのほうが労働意欲を
阻害されることなく、経済的自立に近付くと

考えることができる。BIによって、最低限
の衣食住の充足が保障されれば、あとは個々

人の生活状況に応じて必要な労働をし、自ら

の生活設計を行うことができるのである。

以上のように、生活保護制度において指摘

される問題は、BIで解決することが可能で
ある。BIは雇用と社会保障を切り離し、所
得保障を独立的におこなっていく制度である。

そのため、賃労働以外の文化的な活動に集中

するなど、「自由な生活の選択」が可能にな

る。

BIは、日本における生存権、つまり「健
康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有

する」ことを保障することができるのではな

いだろうか。

おわりに

日本における貧困、生活保護の現状は日々

深刻化しているといえる。ここ数年の間に、

生活保護改革、年金改革、さらに子ども手当
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など、多くの制度の検討や改正案が出される

など、国民の生活保障、とくに経済的側面に

対する保障をいかにして行うかという議論が

活発になされるようになった。ただでさえ多

くの課題があるとして制度改正に向けた動き

が必要とされている中、今年３月に起きた予

期せぬ大震災の影響により、わが国の社会保

障制度の今後の行方はさらに混迷するのでは

ないだろうか。

東日本大震災による地域のつながりの弱体

化や労働の消失、生活不安に対して、宮本

（２０１１：２２）は、「ここ１５年ほどの間に、人々

の雇用が急速に不安定化し、また家族や地域

のつながりが弱体化したことは指摘されてい

た。今回の震災の衝撃が大きいのは、すでに

社会的な変化のなかで進行していた雇用と生

活の危機が、自然災害を契機にさらに根本か

ら揺さぶられることになったことによる。」

と述べている。さらに宮本（同）は、「日本

社会はすでに内部疾患が拡がっていたところ

に、大きな外傷を負ったのである」と表現し

ている。また、今後の課題として、駒村

（２０１１：５７�５８）は「職業にかかわらず一体
化された社会保障制度の確立とセーフティネッ

トの強化・修復が求められる」と述べている。

現状は深刻であると述べた生活保護である

が、それはもはや生存権を保障しているとは

いえない。生活保護制度の充実のためには、

国民の権利としての生活保護制度を利用しや

すく、それでいて生活保護に依存するのでは

なく、自分の力で生活ができるようになるま

で必要な支援が受けられる制度への改正が必

要であろう。このような生活保護の在り方を

大山（２００８：２１５）は「プチ生活保護」と述

べている。

しかし、先の見えないわが国の貧困問題、

国民の生活不安や生活保護制度における間違

いだらけの抜本的改正案など、国民の生活や

生活保護受給当事者の現状に即していない制

度が次々と試されては改正あるいは廃止の動

きとなることが繰り返されるだけで、解決に

至ることは極めて難しいと考えられる。

日本において、事実上廃止となることが決

定された「子ども手当」の導入は、国民から

も支持されていたが、導入後も議論が進めら

れた結果、制度改正がなされ、事実上廃止の

動きとなってしまった。子ども手当は、年齢

制限こそあるものの、部分的 BIであると考
えることもでき、一時は日本においても BI
の類似制度が導入されたと考えてよい。

日本において部分的 BIではなく、完全な
BIとして導入するには、財源の検討やモラ
ル・ハザードの問題、社会サービス構想をい

かなるものとするのかなど、多くの課題があ

る。しかし、それ以上に、BIには生活保護
が抱える問題をカバーすること以外にも期待

される可能性や効果があると考える。その中

の一つとして、ジェンダーからの解放という

効果を発揮し得る可能性について提示したい。

女性（とくに既婚者である女性）は家事労

働に従事することが多い。また、出産後に育

児に費やす時間は、男性よりも女性のほうが

長くなる場合が多い。しかし、家事労働や育

児には賃金が支払われることはない。このよ

うな、アンペイドワークと言われる労働に従

事することが多い女性に対する報酬として、

BIが効果を発揮するのではないのだろうか。
１９７０年前後のイタリアでは「家事労働に賃

金を！」というスローガンが唱えられた。こ

の主張は、すべての人に所得を保障する BI
の主張に繋がっていった（山森２００９：６６）。

女性の家事労働は、日本だけでなく世界の各

地で、無償で行われているものである。男性

と女性の所得に差が生じるのは、このような

問題も関係していると考えられる。無償の家

事労働に従事する女性に対する労働対価とし

ての BIを支給することは、ジェンダーから
の解放という可能性をもつことも期待できる

のではないだろうか。

日本における BI論者の第一人者として知
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られる小沢修司は、「実現が難しいとはいえ、

日本において BIは実現できるし、実現すべ
きであるし、むしろ実現しなくてはならない

ものだ」と強く主張している（『反貧困ネッ

ト北海道・２０１１年度連続学習会その２ 「反

貧困」とベーシック・インカム～３・１１後の

日本のビジョン～』２０１１．８．２３、小沢修司氏

の講演より）。

現在は過去に例を見ないほど多くの国民が

貧困状態にある。生活保護受給者数の増加だ

けではなく、潜在的な貧困者にも対策の目を

向けなくてはならない。この状況から抜け出

すには、BIという従来と違う形での生活保
障施策を実現する必要性が強く感じられる。

日本への BIの導入により、所得が保障され
ることだけでなく人々が健康で文化的な生活

を送ることができる社会へ大きく近づくので

はないだろうか。
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